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Ⅰ . はじめに
　超高齢社会を迎え、住み慣れた地域で、自分らしい暮

らしを人生の最期まで続けることができるよう、地域包

括ケアシステムの構築がめざされており、介護予防は、

その構成要素のひとつとして位置づけられている（地域

包括ケア研究会 , 2013）。介護予防の取り組みは、標準

化されたトップダウン型の行政ベクトルから、住民の主

体性が尊重されたボトムアップ型の地域づくりベクトル

への発想の転換が求められた（厚生労働省 , 2017）。し

たがって、これからの介護予防は、「専門職の必要とす

るケア」のみでなく、「当事者の希望するケア」をも実

現することがめざされている。

　介護予防は、2000 年の介護予防・生活支援事業で、

行政用語として用いられた（介護保険制度史研究会 , 
2016）。要援護高齢者及びひとり暮らし高齢者を対象

に、要介護状態に陥らないための施策であり（厚生省 , 
2000）、要介護状態の改善・重度化の予防（三次予防）

として始まった。しかし、介護予防の意味を巡り、松田

（2000）は、「介護の社会的支援を阻害するイメージがあ

る」とし、曖昧な用語と指摘してきた。介護保険制度施

行から 6 年を経た 2006 年、軽度の要介護認定者の増加

の課題が浮き彫りになり、生活機能の低下が軽度である

時期から早期発見・早期対応（二次予防）を行う介護予

防が施行された。さらに、2012 年、介護予防・日常生

活支援総合事業（厚生労働省）が導入され、三次予防か

ら、二次予防、一次予防まで、切れ目なく総合的に展開

することが求められている。特に、生活機能の維持・向

上（一次予防）が期待されている。このように、介護予

防の意味は、三次予防に始まり、二次予防・一次予防へ

と広がってきた。

　そのようななかで、厚生労働省老健局長の私的研究会

として設置された高齢者介護研究会（2003）は、介護予

防を進める視点を示した。研究会は、「社会参加、社会

貢献、就労、生きがいづくり、健康づくりなどの活動は、

介護予防につながるものである。介護予防の推進という

観点からは、介護予防を広い概念として捉え、こうした

様々な活動を社会全体の取組として進めていくことが必

要である」としている。つまり、介護予防は、一次予防

から三次予防までの包括的な概念に、介護予防につなが

る社会参加、社会貢献、就労、生きがいづくり、健康づ

くりの活動（介護予防活動）を含めている。しかし、介

護予防活動の参加状況は、高齢化の進展とは裏腹に目標

値を大きく下回っている（厚生労働省 , 2015）。その要

因は明らかにされていないが、専門職者のエビデンスに

基づく知識や技術重視の介護予防教室の開催など「専門

職の必要とするケア」と「当事者の希望するケア」のミ

スマッチも考えられる。

　ところで、地域包括ケアシステムの推進を目的とした

機関として地域包括支援センターが設置され、介護予防

の機能を担う専門職として、看護職者である保健師の配

置がなされた。保健師は、介護予防のための効果的な対

象者把握とその基盤となる住民とともに推進する地域づ

くり（岡本 , 2006）の役割が期待されている。看護職者

のほとんどは、患者と呼ばれる病者を対象に施設（医療

機関）で「診療の補助」と「療養上の世話」を役割とし

ている。増大する要介護高齢者を施設医療だけでなく、

地域の人々を介護予防で支える役割拡大をめざし、看護

職者による介護予防の研究の現状を概観する必要がある

と考えた。

　そこで、本稿では、ボトムアップ型の当事者の希望す

るケアの実践に向けた介護予防活動の研究課題を探るた

めに、国内文献で看護職者による介護予防について整理

することを目的とする。

（文献検討）
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Ⅱ . 研究方法
1. 分析対象文献の選定
　文献の抽出は、医学看護学文献情報データベースであ

る医学中央雑誌 web 版 ver.5 を用いた。介護予防という

用語が用いられた 2000 年から 2017 年 9 月までを検索の

範囲とした。キーワードを「介護予防」とし、検索後 8,578
件で、タイトルに「介護予防」の文字が記載されており、

「原著論文」と「抄録あり」の文献に絞り 483 件を分析

対象文献に選定した。

2. データの収集と分析
　介護予防に関する文献数の推移を把握するために、全

文献 483 件を対象に介護保険法の見直しが行われている

6年毎に、2000 ～ 2005 年（第 1期）、2006 ～ 2011 年（第

2 期）、2012 ～ 2017 年（第 3 期）に区分し、整理した。

全文献から看護文献 85 件を抽出し、抄録に「介護予防」

の文字がない 2 件を除外し 83 件についても同様の時期

区分で整理した。

　次に、看護文献 83 件を精読し、研究目的を取りだし

た。「看護職者による介護予防についての研究はどこに

焦点をあてているのだろうか」という観点で研究目的の

記述を読み取り、コード化した。横田（1990）は、看護

現象の構造について、対象、看護職者、対象と看護職者

との関係の過程とし、看護研究もこれらの構造からなる

と述べている。看護職者の介護予防の研究は、看護研究

の構造に照らして、どのような意味をもつかという観点

で分析し、内容の類似するコードを集めサブカテゴリー

化、カテゴリー化した。さらに、抽出されたカテゴリー

のうち、介護予防活動の内容の記載のある 32 文献（表 1）

を精読し、介護予防活動およびそれに関連すると思われ

る記述を取り出した。「看護職者による介護予防活動は

どのような内容があるのだろうか」という観点でコード

化した。そして、前述の介護予防につながる介護予防活

動（「社会参加」、「社会貢献」、「就労」、「生きがいづくり」、

「健康づくり」）に照らしてカテゴリー化した。なお、デー

タ分析にあたっては、研究メンバー間で討議し、合意が

得られるまで繰り返し検討した。文中では、「　」は記

述内容、〈　〉はコード、《　》はサブカテゴリー、【　】

はカテゴリーで表示した。

Ⅲ . 結果
1. 介護予防に関する文献数の推移
　介護予防に関する文献数の推移を図 1 に示した。文

献数は、72 件、250 件、161 件と山型に推移していた。

介護保険制度施行（2000 年）から 5 年後の見直しの後、

介護予防事業が施行された第 2期の文献数は、第 1期の

約 3.5 倍、第 3期の約 1.6 倍であった。

　看護職者による介護予防に関する文献数の推移も、20

件、39 件、24 件と同様の傾向で、必ずしも増加傾向に

はなかった。

2. 研究目的からみた介護予防の研究
　研究目的からみた看護職者の介護予防の研究は、【介

護予防の対象理解に関する研究】、【介護予防の支援に関

する研究】、【介護予防活動に関する研究】の 3のカテゴ

リーと 15 のサブカテゴリーがあがった（表 2）。

　【介護予防の対象理解に関する研究】には、《住民の健

康づくりへの認識》、《当事者の活動へのニーズ》、《高齢

者の心身機能と生活状況》の 3サブカテゴリーがあった。

《住民の健康づくりへの認識》は、〈向老年期世代の身体・

心理・社会的状況をふまえた老いの認識〉などであっ

た。《当事者の活動へのニーズ》は、〈住民と関係専門職

との協働による介護予防活動に対する住民ニーズ〉など

であった。《高齢者の心身機能と生活状況》は、〈転倒の

住環境リスク要因の検討〉などであった。介護予防の対

象理解に関する研究は、介護予防の対象の健康づくりへ

の認識や活動へのニーズ、心身機能などの理解を研究目

的としていた。

　【介護予防の支援に関する研究】には、《看護職者がと

らえた健康課題》、《看護職者の介護予防スクリーニング

方法》、《支援方法の検討》、《看護職者の意図と支援内

容》、《支援の効果》、《支援の課題》、《支援者の教育プロ

グラム》、《看護職者の基盤（施策、組織、拠点、マニュ

アル）づくり》の 8 サブカテゴリーがあった。《看護職

者がとらえた健康課題》は、〈地域高齢者の介護予防に

関する健康課題〉などであった。《看護職者の介護予防

スクリーニング方法》は、〈閉じこもり状態となること

を予防する必要がある者のスクリーニング〉などであっ

た。《支援方法の検討》は、「A 町の住宅団地と農村地域

に在住する一般高齢者の健康と外出及び社会活動状況を

把握し、地域特性に合わせた介護予防を検討する」とい

う〈地域特性を反映させたサービス提供方法〉などであっ

た。《看護職者の意図と支援内容》は、「地域包括支援セ

ンター保健師の地域活動を推進するため、地域活動の展

開方法に沿って、介護予防活動におけるセンター保健師

の地域活動の視点を明らかにする」という〈介護予防に

図 1　介護予防に関する文献数の推移
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おける保健師の地域活動の視点〉などであった。《支援

の効果》は、「高齢者自身が実施したフットケアによる

足部の形態・機能および立位・歩行能力の変化を検討し、

介護予防の視点からフットケアの有効性を検証する」と

いう〈介護予防の視点からフットケアの有効性の検証〉

などであった。《支援の課題》は、「介護予防のための運

動教室を経験した高齢者の身体的・心理効果を明らかに

するとともに、運動教室終了後も運動習慣形成に繋げる

ための課題について検討する資料を得る」という〈運動

教室終了後も運動習慣形成に繋げるための課題〉などで

あった。《支援者の教育プログラム》は、〈訪問看護師に

対する高齢者総合的機能評価を活用した介護予防教育プ

ログラム〉などであった。《看護職者の基盤（施策、組織、

拠点、マニュアル）づくり》は、〈当事者が希望する生

活の実現のための関係職種の体制づくり〉などであった。

介護予防の支援に関する研究は、看護職者である支援者

に焦点を当て、健康課題の把握や支援方法やその工夫、

支援内容、効果や課題を研究目的にしていた。

　【介護予防活動に関する研究】には、《住民が参加して

いる活動》、《住民が活動に参加する意味や思い》、《住民

が活動に参加する効果》、《住民の活動継続の要因》の 4

サブカテゴリーがあった。《住民が参加している活動》

は、「地域住民が主体となる介護予防活動に、後期高齢

者が自発的に参加した経緯を明らかにする」という〈後

期高齢者が自発的に参加している介護予防活動〉などで

あった。《住民が活動に参加する意味や思い》は、〈男性

高齢者がとらえる通所型介護予防事業への参加の意味〉

などであった。《住民が活動に参加する効果》は、「介護

予防活動の一環として始めたぬいぐるみづくりアクティ

ビティの介護予防効果について、精神状態、日常生活動

作能力、要介護度の変化、コミュニケーションの変化か

ら明らかにする」という〈ぬいぐるみづくりアクティビ

ティによる効果〉などであった。《住民の活動継続の要因》

は、〈高齢者の介護予防事業への継続参加の背景と要因〉

などを研究目的としていた。

　このように、介護予防活動に関する研究は、支援の対

象である住民に焦点を当て、住民の参加している活動、

活動の意味や思い、効果、継続の要因を研究目的にして

いた。

3. 介護予防活動の内容からみた研究
　介護予防活動の内容からみた研究は、【健康づくりに

関する研究】、【生きがいづくりに関する研究】の 2のカ

テゴリーと 5のサブカテゴリーがあがった（表 3）。

　【健康づくりに関する研究】には、《健康知識の学習》、

《身体の機能訓練とメンテナンス》の 2カテゴリーがあっ

た。《健康知識の学習》は、「参加者一人ひとりが、自分

の価値観・生活様式に応じたいきいきとした生活の方法

が見つけるようになるための笑いと健康をテーマにした

講演」という〈健康講演〉、〈認知症の知識の普及と啓発〉

などであった。《身体の機能訓練とメンテナンス》は、「柔

軟体操、筋力訓練の運動実施」という〈転倒予防運動〉

などの介護予防活動の内容であった。

　【生きがいづくりに関する研究】には、《レクリエーショ

ン》、《外出》、《交流》の 3 カテゴリーがあった。《レク

リエーション》は「ケアハウス入居者における七夕会」

という〈季節行事〉などであった。《外出》は「介護予

防拠点施設における屋外活動で買い物に行く」という〈買

い物等の外出〉であった。《交流》は、「高齢者サロンに

おけるおしゃべり」という〈談話〉などの介護予防活動

の内容であった。
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　このように、介護予防活動は、「生きがいづくり」、「健

康づくり」に偏り、「社会参加」、「社会貢献」、「就労」

に関する研究は、今回の文献検討ではみつけられなかっ

た。

Ⅳ . 考察
1. 看護職者による介護予防の研究の方向性
　看護職による介護予防は、【介護予防の対象理解に関

する研究】、【介護予防の支援に関する研究】、【介護予防

活動に関する研究】の 3つのカテゴリーがあがった。

　【介護予防の対象理解に関する研究】は、介護予防の

対象の健康づくりへの認識や活動へのニーズ把握、心身

機能などの把握を研究目的としていた。呉地ら（2008）

は、専門職者のニーズと当事者のニーズは必ずしも一致

しないことを明らかにしている。本研究では、当然のこ

とながら介護予防においても対象理解を入り口にし、「当

事者の希望するケア」の実現をめざしている研究が取り

組まれていたと考えられる。

　【介護予防の支援に関する研究】は、看護職者である

支援者に焦点を当て、健康課題の把握や支援方法やその

工夫、支援内容、効果や課題を研究目的にしていた。芳

賀（2016）は、地域特性に合わせた介護予防活動の進展

のためには、介護予防活動の効果評価に加えプロセス評

価の重要性を述べ、住民とともに課題解決を目指すアク

ションリサーチを提案している。本研究における介護予

防の支援に関する研究では、地域特性に配慮し、住民と

ともに実践する研究よりむしろ、専門職による問題解決

や介護予防の効果・評価を重視している研究がみられた。

　【介護予防活動に関する研究】は、支援の対象である

住民に焦点を当て、住民が参加している活動、活動の意

味や思い、効果、継続の要因を研究目的にしていた。地

域づくりや介護予防において、住民参加の重要性にふれ

ているが、住民参加の位置づけや、参加の範囲、住民の

役割等の具体的展開は曖昧である。大湾ら（2006）は、

地域の課題、アセスメント、計画、実施、評価の全ての

プロセスに住民が主体的に関わり、住民のニーズが尊重

され、展開される住民参加のプロセスの実証的研究を報

告している。また、地域事情の異なる 2つの小離島をモ

デル島においても、住民組織づくり、地域の強み及び課

題の把握を住民と専門職と協働で行うことで、住民によ

る島に馴染む取り組みが行われていた（大湾ら ,2017；
田場ら ,2017）。介護予防活動に関する文献検討では、専

門職が企画した活動に住民が参加するという住民参加で

あった。介護予防活動の活性化のためには、専門職が企

画した活動だけでなく、活動の必要性、目的、方法など

の企画の段階に住民が主体的に参加出来る研究を推進す

る必要があると考える。

2．当事者の希望するケアの実現に向けた介護予防活動
の研究課題

　看護職者が行う介護予防活動は、【健康づくりに関す

る研究】と【生きがいづくりに関する研究】が導かれ、

介護予防活動の社会参加、社会貢献、就労についての研

究は今回の文献検討ではみつけられなかった。

　2000 年の介護予防・生活支援事業では、配食や外出

支援や生きがい活動支援通所事業などが示され、2006

年の地域支援事業（厚生労働省）では、運動機能や栄養

状態といった個々の要素の改善プログラムが示されてき

た。したがって、本研究において【健康づくりに関する

研究】と【生きがいづくりに関する研究】が導かれたと

考える。

　上野 （2011）は、当事者を「問題を抱えた個人」では

なく、「ニーズの主人公」と定義した。石垣（2012）は、

現役の専門職の多くは老年期を生きた経験をもたず、実

体験がないため、老いに対する理解が乏しく、老年看護

学に当事者学の考え方を取入れる必要性を述べた。大越

（2005）は、介護予防に関する当事者のニーズは、社会

参加、社会貢献、就労、生きがいづくり、健康づくりな

ど幅広いことを報告している。つまり、当事者がニーズ

の主人公になるためには、専門職が必要とする健康づく

りや生きがいづくりだけでなく、当事者の希望するニー

ズを介護予防活動に組み入れる必要があると考える。

　大湾ら（2003）は、離島における施設入所高齢者の生

きがいづくりについてのアクションリサーチにより、本

人の生きがいづくりだけでなく、家族関係の深まりや施

設サービスにも影響するという波及効果を報告してい

る。また、長嶺（2011）は、要介護高齢者の人と人との

つながりを目的とした主観的な外出ニーズという社会参

加に焦点をあて、それを充足することでリハビリ意欲が

高まり生活機能の保持につながることを報告している。

そして、伊牟田ら（2015）は、要介護高齢者であっても

社会貢献できる存在であり、要介護高齢者だからこそで

きる社会貢献があることを導いている。さらに、山口ら

（2014）・坂東ら（2013）は、小離島において、修学旅行

生を高齢者の自宅で預かり宿泊させる「民泊事業」に着

目し、高齢者は男女ともに、現役時代に培ってきた能力・

経験を活かし、働きたいときに無理なく楽しく働く生き

がい就労をし、地域の活性化に役割を果たしていること

を報告した。人生100年時代に働き方の戦略も求められ、

高齢者の就労が介護予防につながることを推進している

（秋山・前田 ,2013）。このように、高齢者の生きがいづ

くり、社会参加、社会貢献、就労を手段として、高齢者

の身体的、精神的、社会的な健康づくりの目的につながっ

ていた。

　看護は、人々の健康な生活の実現に貢献することを使

命としており（日本看護協会 , 2003）、看護職者の介護

予防活動においても健康づくりを目的としている。国際

生活機能分類（ICF）では、心身機能・構造、活動、参

加の生活機能は相互に影響しあい、（上田 , 2005）、特に、

活動と参加を重視した（大川 , 2004）。
　したがって、看護職者の介護予防活動の研究課題は、
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生きがいづくり、社会参加、社会貢献、就労を視野に入

れ活動の手段として位置づけることで、健康づくりの目

的を達成していく方向性もあると考える（図 2）。

図 2　看護職者による介予防活動の方向性

3. 本研究の意義と限界
　本研究の意義は、看護職者の介護予防活動の文献検討

において社会参加、社会貢献、就労についての研究が無

いことを整理したことである。しかし、分析対象文献を、

「介護予防」をキーワードにした国内の看護文献として

おり、今後は、社会参加、社会貢献、就労からみた介護

予防の文献検討が必要である。

Ⅴ . まとめ
　看護職者による介護予防に関する国内文献は、【介護

予防の対象理解に関する研究】、【介護予防の支援に関す

る研究】、【介護予防活動に関する研究】があり、対象理

解を入口とし、当事者の希望するケアの実現に向けた研

究に取り組まれていたが、専門職が企画した活動に住民

が参加する介護予防活動であった。そして、看護職者の

介護予防活動の研究課題は、当事者の希望するニーズを

介護予防活動に組み入れ、健康づくりの目的の手段とし

て生きがいづくり、社会参加、社会貢献、就労を位置づ

けることである。
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